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Diffusion Process of Oral Methodology by the Japanese Deaf 














This study traces the organization and activities of the Japanese Deaf Oralism Diffusion Society from Its 
inauguration in the year 1925 to its incorporated founding in the year 1931, sourced by research in the archives 
of the institutional journal Oral Education for the Deaf; the study highlights how a foundation was created for 
enlightenment on and diffusion of the oralism method. 
With the promulgation of the order of the School for the Deaf and Blind in the year 1923, the methodology 
of Japanese deaf education greatly changed, turning from sign language to oralism. The Japanese Deaf Oralism 
Diffusion Society led the development of oral methodology. As it was a semi-governmental organization, the 
Ministry of Education’s intentions for deaf education emerged along with the diffusion of the oral methodology. 
Members, including researchers, educators, and guardians, were expected to educate and spread knowledge 
about the oral methodology. They were expected to acquire knowledge and skills about the oral methodology 
and play a role in diffusing the methodology by subscribing to the institutional journal and participating in 
workshop events.
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会長 徳川義親 監事 篠原三千郎
副会長 篠原英太郎 監事 鈴木信吉
理事 阪谷芳郎 顧問 一木喜徳郎
理事 田所美治 顧問 徳川家達
理事 小笠原豊光 顧問 鎌田栄吉
理事 樋口長市 顧問 田中隆三
理事 加藤享 顧問 岡田良平
理事 西川吉之助 顧問 岡田和一郎
理事 橋村徳一 顧問 水野錬太郎
理事 川本宇之介 顧問 渋沢栄一












































































論説 教材 実践報告 論説 指導法 体験談
１巻 ８ ５ ４ ４ ５ ３
２巻 20 ８ 13 ７ ７ ８
３巻 13 10 13 ５ ３ 11
４巻 11 19 19 13 ２ ４
５巻 13 14 16 １ ３ ０
６巻 14 27 ７ １ ３ ４
７巻 ３ ４ ２ ０ ２ ０













































第1回口話法講習会 1925年1月6日～ 10日 名古屋市立盲唖学校
第2回聾口話教員養成講習会 1927年1月10日～ 26日 名古屋市立盲唖学校
第3回口話教員養成講習会 1928年1月10日～ 3月12日 名古屋市立盲唖学校
第4回口話教員養成講習会 1929年1月16日～ 3月15日 名古屋市立盲唖学校
第5回口話教員養成講習会 1929年4月20日～ 7月20日 大阪聾口話学校
第6回口話教員養成講習会 1930年1月12日～ 3月23日 名古屋市立盲唖学校






















































１回 1926年7月21日～ 23日 広島県立盲唖学校
２回 1926年12月25日～ 27日 大分県立盲唖学校
３回 1927年6月13日～ 18日 名古屋市立盲唖学校
４回 1928年4月16日～ 21日 名古屋市立盲唖学校
５回 1929年11月16日～ 22日 名古屋市立盲唖学校
６回 1930年５月５日～ 14日 名古屋市立盲唖学校
橋村徳一は『口話式聾教育』第２巻第７号に掲載された「聾児家庭教
育講習会開催の必要」（1926年７月刊行，２－４頁）において，未就学
児及び就学児の保護者のために家庭教育講習会を開催する必要性を
述べている。橋村によれば，発語の力は２歳から４歳までに発達し８
歳で停滞するため，聾であることを発見したと同時に口話式教育を施
すべきであり，また口話式教育を学校で受けたとしても保護者が学校
任せにして家庭できちんと教育をしなければ，その効果は低くなるこ
とから，未就学児及び就学児の保護者に「就学前又は入学後に於ける
其の取扱方を理会（ママ）せしめて，その家庭々々に適当したる方策を
攻究せしむる事は聾教育上最も有益なる事業であらう」との考えを示
している。つまり，就学後の教育効果を挙げるためにも，保護者の口
話法に対する理解を深める必要性を説くのである。
講習内容は，座学と児童生徒の口話実演の見学とされた。前者は，
橋村や西川をはじめとする盲唖学校教員による口話法の意義や目的，
家庭での訓練方法，発音機能の解説，家庭教育者としての自覚に関す
る内容が講習科目とされた。例えば，1927年７月に広島県立盲唖学校
で開催された講習会では今井三六（広島県立盲唖学校長）の「発音の生
理及方法」と橋村徳一の「口話法の実際」が開講され22，同年12月に開
催された大分県立盲唖学校での講習会では西川吉之助の「聾児と家庭
教育（入学以前）」，橋村徳一の「口話法と家庭（入学以後），森清克（大
分県立盲唖学校長）の「聾児と養護」，森田栄次（大分県立盲唖学校教
諭）の「聾児と職業」が開講された23。また名古屋市主催の講習会では，
1927年には橋村徳一の「家庭に於ける聾児の口話式教育法」，松永栄重
（名古屋市立盲唖学校教諭）の「目で人の言葉を理解せるには」，安藤太
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三郎（同教諭）の「物を上手に言はさせるには」等24が，1930年には八木
澤文吾（愛知医大教授）の「聾児聴覚心理ニ就て」，松岡若義（名古屋市
立盲唖学校教諭）の「口話式ノ特徴ト訓練上ノ注意」，安藤太三郎の「聾
児教育者ノ発達ト家庭教育者ノ自覚」等25が講習科目として開講され
た。一方，口話実演では会場である盲唖学校に通学する児童生徒の授
業を見学し，口話式教育の効果を目の当たりにした保護者を「感嘆惜
く能はざらしめた」とある。講習会の参加者は全国から集まり，大分
県立盲唖学校主催の講習会（1926年12月）では出席者が80名，傍聴者が
150名程度，名古屋市立盲唖学校を会場とした講習会では，1927年度
は約160名，1928年度は約140名，1929年度は146名が集ったことが報
告されている26。
このように，口話法の習得を確実なものとするためには家庭の理
解と協力は不可欠であるとする普及会の考えの下，家庭教育講習会の
参加者には学校での教育を支える役割が期待されていたのである。
おわりに
本稿では，1920年代半ばから30年代初頭における普及会の活動に
注目して，口話法の普及を奨励する文部当局の意向がどのように具現
化されたかを検討してきた。本稿で明らかになったことは，次の３つ
に整理できる。
第１に，普及会は盤石な組織を構築するために，常に文部省との
結びつきの強化に努めていた。役員には文部省の現職あるいは元官僚
が名を連ね，発会式には文部大臣や文部官僚を来賓として招き，文部
省後援の講習会の開催，さらには財団法人化の際に事務局が文部省内
に置かれたことからも見てとれる。これは，口話法が文部省の推奨に
よるものと印象づけるのに効果をもたらしたと言えるだろう。一方
で，普及会が盤石な組織となることは，口話法の習得による聾唖児の
臣民への同化を進める文部当局の意向の推進にもつながった。
第２に，口話法を普及するためには，口話法の知識や技術を習得し，
実践にあたる会員が必要となる。普及会の会則では教員と保護者が会
員として規定された。つまり，普及会は学校だけではなく家庭も口話
法を普及する場として想定し，その役割を教員と保護者に期待したの
である。
第３に，会員は機関誌『口話式聾教育』の購読や講習会への参加を
通して，口話法の知識と技術の習得が求められていた。口話法に関心
を持つ，あるいは実際に実践する全国の教師や保護者を，口話法の普
及という目的の下につなぐためにも，機関誌では口話法の概論や具体
的な指導方法といった情報を会員に伝達するだけではなく，それら情
報を得た会員が自らの実践経験や体験の語りを共有する誌面構成が
組まれていた。他方，講習会においても定期的に開催することで，着
実に口話法の実践者を養成した。このことは，教員養成を目的とする
講習会の受講者の７割弱が修了後に現場教員に採用されていたこと
や，全国から毎年100名を超える保護者が家庭教育講習会に参加して
いたことが示している。機関誌の発行と講習会の開催は，学校と家庭
での口話法指導者の養成に一定の効果をもたらしたものと考えられる。
以上のように，1920年代半ばから30年代初頭における普及会の活
動とは，文部省による口話法教育の奨励という流れのなかで，その具
現化を図る方途として，教育の射程を学校だけではなく家庭も含むこ
とで，学校と家庭を取り込んだ普及の基盤を構築する試みとして特記
できる。一方でそれは，天皇制教育体制の確立という流れのなかで，
教員と同じように聾児の家族も学校で行われる教育を家庭で支える
役割が付与されたことを表すのである。
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